（５）　母子会
母子福祉行政
　母子福祉対策についても、戦争による犠牲者として残された母子家庭の救済を主眼に、昭和２８年「母子福祉資金の貸付等に関する法律」が制定され、母子世帯に対する厚生資金や住宅資金などの低利子貸付けが実施された。その後３９年７月には「母子福祉法」が公布され、貸付制度の拡充と県下各郡市に母子相談員が設置され、さらに各市町村に母子福祉協助員を設けるなど、母子福祉行政にも本格的な行政の手がのびて行った。

　羽合町でも国県行政のほかに、母子世帯に対する小口貸付金制度を設け、１口３０,０００円で１年間無利子貸付けを行っている。４９年度貸付額は２,０００,０００円で、２６人が利用しており、関係者から評判はよく貸付額も年々増加している。この貸付金制度は羽合町の貸付要綱によって運用されており、次のような内容である。

母子福祉貸付金要
　　羽合町母子福祉小口資金貸付要綱
綱
　第１条　この要綱は町が資金貸付けを行うことにより、母子世帯の経済的自立と生活安定を図り、あわせて

　　その扶養する児童の福祉を増進することを目的とする。

　第２条　この要綱において、母子世帯とは母子福祉法第５条に該当するものが、同条第２項に規定する児童


　　を扶養している世帯及び母子会員の世帯をいう。

　第３条　この資金の貸付けは、次の各号に該当する資金とする。


　（１）医療に必要な緊急資金　　　　　　　　　　（４）子弟の結婚に必要な緊急資金


　（２）住居の補修等に必要な緊急資金　　　　　　（５）その他生活の安定を維持するため必要な緊急資金


　（３）児童の教育に必要な緊急資金


　第４条（イ）貸付額は１世帯につき１口３万円以内とする。但し特別の理由があるときは、２口まで貸付け


　　ることができる。貸付期限は１年以内とし、償還期日は毎年３月３１日とする。


　（ロ）貸付け利子は無利子とする。

　第５条（イ）母子世帯が貸付けを受けようとするときは、貸付申請書（様式１号）を母子会長に提出する。


　（ロ）母子会長は、貸付申請書が貸付目的並びに貸付条件に適合し、貸付けが適当と認めるときは貸付申請


　　　書を町長に提出する。

　（ハ）町長は貸付申請を審査の上可否を決定し、母子会長を経由して本人に通知し、羽合町母子福祉小口資


　　　金借用証書の提出により貸付ける。

　第６条　町長は次の各号のいずれかに該当するときは、償還期日前であっても貸付金の全部又は一部を償還


　　させることができる。

　（イ）借受人が借入金の使途を変更し、又は他に流用したとき。

　（ロ）借受人が他町村に住居を変更したとき。

　　　　　附　　則


　　この要綱は昭和４６年４月１日から施行する。

母子草激励会
　このほか町の行う事業で「母子草激励会」がある。これは中学校３年生を卆業する生徒のうちで、母子家庭に該当する生徒に対してその進路を励ますもので、一堂に会して町長や議長から激励のことばと記念品を贈り、その前途を祝福してやるものである。


　現在の羽合町連合母子会は、旧村時代から結成されていた組織が羽合町合併で合体したもので、５０年は会員８０名をもって構成しており、町補助金のほか会費等を充てて運営されている。

